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　キヤノングローバル戦略研究所は、キヤノン株式会社の創立70周年（2007年）を記念
して、2008年12月に一般財団法人として設立された非営利の民間シンクタンクであり、
キヤノングループの企業理念である「共生の理念」がめざす「世界の繁栄と人類の幸福の
ために貢献していくこと」に合致した研究活動を行うことを目的としています。

　21世紀の日本は、ますますグローバル化の荒波に晒されて経済の不確実性が高まると
ともに、少子高齢化の急速な進行に伴い不安視される社会保障制度の再構築や財政再建
など、国の将来に係わる重要課題が山積しています。そして、世界に目を向けますと、新
興国の経済が発展して人々の暮らしが豊かになるに連れて、食糧・水問題、環境問題など、
国単位では解決が困難な問題が生じています。

　こうした情勢下にあって、現在をしっかりと見据えて分析し、それに基づいて将来を見
通す眼が、今日ほど求められている時代はありません。キヤノングローバル戦略研究所
が、将来のあるべき姿を的確に捉え、日本と世界の進むべき道筋を明らかにする一助とな
るとともに、そうした志を持つ優秀な人材が集う場となることを願っています。

　このために、キヤノングローバル戦略研究所は、福井俊彦氏を理事長に迎え、その豊か
な知識と経験により、研究所の活動をリードしていただくことをお願いしています。キヤ
ノングローバル戦略研究所の活動が、世界の繁栄と人類の幸福のために貢献するものと
なりますよう、皆様の幅広いご支援とご協力をお願いいたします。

設立の趣旨

キヤノン株式会社
代表取締役会長兼社長 CEO
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理事長挨拶 研究主幹紹介
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キヤノングローバル戦略研究所
理事長

今井 尚哉
Takaya Imai

エネルギーは国家の基本
戦略である。日本政府は
世界の気候変動対策に
乗り遅れることがないよ
う長期目標を定めたが、
目標に向けた時系列の

設定が決定的に重要だ。パリ協定で設定された人類全
体の目標を達成していくプロセスを日本が如何に主導
するか。様々な利害関係者と議論し、戦略的な政策を
提言する。

池田 俊也
Toshiya Ikeda

「価値に基づく医療」の
考え方に基づいて、医療
技術評価（HTA）をめぐ
る制度と政策のあり方を
研究する。海外の最新
動向の調査を踏まえ、我

が国の医療保険制度や薬価制度に適合するHTAの
仕組みを検討するとともに、価値に基づく新たな医療改
革や、医療のビジネス戦略についてもグローバルな視
点から提言する。

岡嵜 久実子
Kumiko Okazaki

高度経済成長から安定
成長への円滑な移行と、
持続可能な成長モデル
の構築を目指す中国の
動向につき、主として金
融及び財政制度改革の

切り口から現状を分析・評価し、将来展望を試みる。ま
た、経済のグローバル化が進展する中で、変貌する中
国の金融市場と国際金融市場が相互に及ぼす影響の
実態把握にも努める。

岡崎 哲二
Tetsuji Okazaki

19世紀から現在に至る
期間の日本経済を対象
に、経済成長・産業構造
変化と企業・事業所の
参入・成長・退出という
ミクロ的なダイナミクスと

の関係を、長期の歴史的データを構築しつつ、経済学
の枠組みを用いて研究する。それを通じて新産業の生
成と成長のメカニズムをより深く理解することを目指
す。

柏木 恵
Megumi Kashiwagi

持続可能な日本である
ために、国家財政と社会
保障のあるべき姿をデ
ザインし、最新の公共
サービスの基盤となる公
会計やIT化などの社会

インフラを提案する。効率的な財政に向けて、分権（地
方分権と民営化）を検討する。持続可能な地域社会の
ため、自治体の財政再建や財源確保、行政の効率化に
ついても研究する。

兼原 敦子
Atsuko Kanehara

日本外交は、「法の支
配」の重要性を、国際社
会に向けて発信しつづけ
ている。主権国家は、国
際秩序を遵守するだけ
ではなく、その構築にも

リーダーシップを発揮することにより、自国の利益を実
現しなければならない。平和的な解決を希求しつつ、国
際秩序に適合しない一方的行為による現状変更に対
抗することも、その一環である。

小林 慶一郎
Keiichiro Kobayashi

金融危機、景気循環、
デフレーションなどについ
て政策提言を行う基礎と
して、マクロ経済学およ
び政治経済学的な理論
研究を行う。日本の財政

問題、資本市場改革など、政策寄りの研究と提言も行う。
国内外のマクロ経済学者のネットワークを構築するため、
毎年、マクロ経済コンファレンスを開催する。

杉山 大志
Taishi Sugiyama

地球温暖化問題の解決
の戦略として、イノベー
ションの推進を中心に据
え、その適切な実現のた
めの政策・制度の在り
方を検討する。また、地

球温暖化問題に関する科学的知見および環境影響評
価の現状を調査し、安全保障・経済とのバランスのと
れた温暖化対策の在り方を検討する。

栗原 潤
Jun Kurihara

CIGSの国際展開の
一環として、ハーバー
ド・MIT・オックスブリッ
ジなどの大学、各国のシ
ンクタンクなどと、世界
的な人的ネットワークを構

築する。企業戦略、CSR、危機管理、日中軍事交流、
産業再生・地域活性化などについても研究する。また、
大きな変化を生み出す可能性を秘めた中国の情報を
発信する。

瀬口 清之
Kiyoyuki Seguchi

日中両国のウィン・ウィン
関係実現の鍵は日本企
業の対中直接投資の持
続的拡大にある。悲観
バイアスが強いメディア
情報による日本企業で

の誤解を解くため、経済データと中国現地の生情報の
両面から分析する。同時に日米中外交・安保関係も研
究し、多角的観点から状況を捉え、タイムリーに的確な
情報を発信する。

山下 一仁
Kazuhito Yamashita

全国各地の先進的な農
業者などと意見交換し、
農業現場の状況を踏ま
えながら、経済学的な基
礎の上に立って、農業の
発展を妨げてきた価格

支持政策、農地政策、農協政策という農政の大きな柱
を改革すべく提言を行う。WTO 交渉、TPP・EPA等
の自由貿易協定交渉の動向調査、分析も行う。

芳川 恒志
Hisashi Yoshikawa

気候変動対策を迫られ
る中、持続可能なエネル
ギー・環境政策として、
脱炭素エネルギーを活
用することが求められる。
そこで、原子力や再生可

能エネルギーについて、リスクや投資誘因という視点を
加えながら、広く社会科学と連携しつつ、法的に分析す
ることにより、政策提言や発信を行う。

渡辺 努
Tsutomu Watanabe

住宅価格、財価格、為
替、ニュース、企 業 間
ネットワーク、特許引用
件数など、大規模大量
データを経済学・経営
学・物理学の視点からオ

リジナリティのある分析を行い、世界でもユニークな研
究拠点として内外に認知されることを目指す。不動産
価格指数、物価指数などの指数の改善、その作成手法
の確立のための研究も行う。

　キヤノングローバル戦略研究所（CIGS）は、2009年4月から始動し、その後11年余を経て足音が高
まる段階に入っています。

　この間、グローバル化と情報通信革命の進展が一層加速する下で、世界経済はダイナミックな展開を
遂げる一方、格差拡大等の問題を孕みつつ不透明感を拭い去れない状況が続いています。それに加え、
これまで世界秩序維持の大きな背景をなして来たパックス・アメリカーナに綻びが感じられるように
なり、その隙間から民族主義の再燃、サイバーアタック、テロリズムの拡散、その他予期せざる動きが滲
み出るようになっています。これからの日本は、こうした大きな流れの中で、新しい課題に果敢に挑戦
し、勝利の方程式を見出して行かなければなりません。

　CIGSでは、今後一層内外の知識を結集し、理論的・実証的な検証を積み重ねて価値ある研究成果を
生み出し、有意な政策提言を行って参ります。活動の中心は、次の3領域です。

　「マクロ経済」の分野においては、世界経済と日本経済のより望ましい姿を実現するため、マクロ経済
の分析手法、あるべき政策決定メカニズムなどについて、掘り下げた研究を進めて参ります。

　「資源・エネルギー・環境」の分野においては、エネルギー供給構造が大きく変わりつつある方向性を
踏まえ、世界全体として、また日本にとって、地球環境問題への取り組みとも整合的な最適エネルギー
構成は何かを追究するとともに、新規に開発されるエネルギー関連技術を如何に産業面に応用して行く
か、についても研究を深めようとしています。

　「外交・安全保障」の分野においては、戦後の日本が経済を最優先し、国際関係については「対応」を基
本姿勢として来たことから多くの課題が先送りとなっている現状に鑑み、日本はこれから、アジアに対
し、世界に対し、どういう「責任」を負担して行くべきか、という新たな発想に立って社会に動機付けを
すべく様々な努力を試みています。

　こうした活動を通じて、グローバルな研究ネットワークの基盤を強固にするとともに、生み出される
知識の輪を次の世代にしっかりと引き継いで行きたいと考えております。
　皆様のご支援をお願いする次第です。


